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さいたま市こころの健康センター運営協議会設置要綱 

 

（設置） 

第１条 さいたま市こころの健康センター（以下「センター」という。）の適切かつ効果的な運営を図

るため、センターにさいたま市こころの健康センター運営協議会（以下「協議会」という。）を設置

する。 

（組織） 

第２条 協議会は、委員４人以内をもって組織する。 

２ 委員は、医療関係者から市長が委嘱し、又は任命する。 

（任期） 

第３条 委員の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げない。 

２ 委員が欠けた場合の補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（運営） 

第４条 協議会の会議は、センター長が招集する。 

２ 協議会は、特に必要があるときは、議事に関係のある者の出席を求め、その意見を聴取することが

できる。 

（庶務） 

第５条 協議会の庶務は、センターにおいて処理する。 

（その他） 

第６条 この要綱に定めるもののほか、協議会の運営について必要な事項は、センター長が別に定める。 

附 則 

 この要綱は、平成１５年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成１７年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



令和７年度
こころの健康センター事業報告

こころの健康センター運営協議会

法定業務

精神医療審査会（事務局）
精神医療審査会は、精神保健福祉法第12条及び51条の12に基

づき設置している。精神科病院に入院中の精神障害者の人権擁護
と適正な医療及び保護を確保するための機関。

（１）書類審査

（医療保護入院者の入院届・措置入院決定報告書

医療保護入院者の入院期間更新届）

（２）退院請求・処遇改善請求の意見聴取及び審査

令和７年度
（～12月）

令和６年度

1,7821,669（１）書類審査

2336（２）退院請求・処遇改善請求の意見聴取及び審査

（実績） （単位：件）
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法定業務
精神障害者保健福祉手帳及び

自立支援医療費支給判定委員会（事務局）
さいたま市こころの健康センター条例第３条に基づき、精神障害者
保健福祉手帳及び自立支援医療費支給判委員会を設置し、以下の申
請に係る専門的判定を行っている。

（１）精神障害者保健福祉手帳

（２）自立支援医療費（精神通院医療）支給

令和７年度
（～12月）

令和６年度

5,8007,223  （１）精神障害者保健福祉手帳

12,49817,404（２）自立支援医療費（精神通院医療）支給

（実績） （単位：件）
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●専門研修

（児童・思春期の
支援技術、成人期
の困難事例の支援

技術等）

●地域支援研修

（自殺対策、ひきこもり
支援、依存症支援、児

童・思春期、訪問支援）

●精神保健福祉基礎研修

●児童・思春期精神保健

基礎研修

●精神障害者の障害特性と支援
技法を学ぶ研修

各研修とも2回１クールにて開催
精神保健福祉基礎研修 75名
児童・思春期精神保健基礎研修 77名
精神障害者の障害特性と支援技法を学
ぶ研修 32名

自殺対策推進事業 125名
ひきこもり対策推進事業 実施予定
依存症対策事業 29名
児童・思春期精神保健事業 257名
訪問支援強化事業 実施予定

「ＣＡＲＥ」ワークショップ 24名
困難を抱えた青年・成人の理解と対応

39名

令和７年12月末まで
計20回実施 延参加人数 767名

この他、各支援に関
する当センター職員
等へのSVを実施

・精神保健福祉相談
・依存症
・ひきこもり
・児童・思春期
・アウトリーチ

こころの健康センター研修体系

2

3



受講者数研修名

訪問支援強化研修

40①事例検討・講義

3月実施
②対話的技術向上のための学びと実践

～オープンダイアログにふれてみよう～

自殺対策関連研修

32①ゲートキーパー養成研修

93
②自殺対策地域支援研修
「過量服薬や自傷行為を繰り返すこども・若者の理解と対応」

動画配信中③市職員向けゲートキーパー入門研修（動画配信）

依存症支援者研修

29①「はじめての動機づけ面接～依存症における面接技法～」

43②さいたま市アルコール関連問題ネットワーク研修

2月実施
ひきこもり地域支援研修

「不登校・ひきこもりとSNS、インターネット、ゲームの依存につ
いて考える～本人の特性・背景に着目して～」

257
（対面・動画合計）

児童思春期精神保健福祉事業地域支援研修
「今の子どもの『不登校』を考える～子どもたちの生きづらさと

行きづらさ～」（対面形式・動画配信）

主な研修テーマ
庁内や地域の関係機関職員を対象に、職員の相談技術の向上を図るための

精神保健福祉に関する研修会を実施

4
●より多くの支援者が受講できるよう、動画配信の研修を実施

申込者数開催日講演会名称

こころの健康セミナー

745
12月8日～１月25日
（YouTubeによる

期間限定配信）

「自分でできる、考え方のクセとの付き合い方
～認知行動療法を活かして～」

自殺対策に関する普及啓発

221
（2月18日

現在）

1月19日～３月13日
（YouTubeによる

期間限定配信）
～働く世代向け～明日から役立つストレスケア

普及啓発
講演会

・リーフレット作成・配布
こころのホームルーム「よりよい睡眠のために」作成・配布

・パンフレット作成・配布
「ひきこもりって何？」、「ひきこもり First Step 家族編」
「自分のことをほめようリスト」「境界線ってなに？」など

・図書館キャンペーン（自殺対策、依存症）
図書館でのパネル展示、パンフレット等による情報提供

中央図書館（９月：自殺対策、11月：依存症対策）、大宮図書館（３月：自殺対策）
・こころの健康センターホームページにて情報発信
・SNS（LINE、X（旧twitter)、みんなのアプリ）でのプッシュ型普及啓発

5
●認知行動療法、セルフケアをテーマに開催

4
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出席者開催日機関

5112月24日

・市内精神障害者当事者会及び家族会
・市内障害者生活支援センター職員
・医療機関
・訪問看護ステーション
・地域包括支援センター
・庁内関係機関等

精神保健福祉地域
ネットワーク連絡会

当事者団体等の育成及び支援

6

●昨年度のアンケート結果を基に「ピアサポーター」をテーマに、
講義及びグループワークを実施

地域連携会議等
開催日会議構成員

第1回 7月
（書面開催）

第2回 １月22日
（対面開催）

・さいたま市４医師会の代表者
・さいたま市内の救急医療機関の代表者
・精神科病院の代表者
・精神科診療所の代表者
・庁内関係機関等

自殺対策医療連携
事業連絡調整会議

8月18日
12月15日

・さいたま市依存症治療拠点機関
・さいたま市依存症専門医療機関
・さいたま市依存症相談拠点
・依存症の本人及び家族等を支援する

機関・団体
・相談機関
・地域保健医療福祉関係者等

アルコール関連問題
ネットワーク会議

１月20日
・ひきこもり支援機関
・フリースペース
・就労支援機関
・教育関係機関
・庁内関係機関等

ひきこもり対策
連絡協議会

７月22日
●児童・思春期支援部会

７月31日●成人期支援部会

7
●地域との連携強化のための会議を開催

6
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精神保健福祉相談
（ひきこもり相談センター・子どもの精神保健相談室を除く）

令和７年度
（～12月）

令和６年度令和５年度令和４年度

3,7214,4103,5255,026電話

1,0801,3831,1571,394来所

365424180180訪問

184253159248メール

5,3506,4705,0216,848計

個別相談件数

※令和6年度より、アウトリーチを含め計上

8

●相談件数は令和５年度まで減少傾向にあったが、令和６年度は増加、
令和7年度もさらに増加傾向

精神保健福祉相談（相談内容別件数）
令和７年度
（〜12月）令和６年度令和５年度令和４年度

263466134老人精神保健

6592140182社会復帰

327265382335アルコール

649181101薬物

16517098151ギャンブル

20201827ゲーム

353434343497思春期

2,8803,7643,1474,408心の健康づくり

112190160328うつ・うつ状態

1,3381,410586685その他

5,3506,4705,0216,848合計

9
●アルコール・ギャンブルの相談件数が増加

●その他に該当する、アウトリーチの件数が増加

8
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自殺対策推進事業
自殺未遂者対策

自殺対策医療連携事業（GPEネット＊事業）

※The General, Psychiatric,and Emergency physicians’ NETwork

自殺未遂や希死念慮のある方を速やかに精神科医療へつなぐシステム

必要に応じて、事務局が事業利用後のフォローアップを行う

令和７年度
（～12月）

令和６年度令和５年度令和４年度

5291939相談

16343050
事業利用

（医療機関調整）

31４３問合せ等

24645392計

事業実績 （単位：件）

10

●事業利用件数は減少傾向。
●10代の利用件数は横ばい傾向。

事業利用（調整先）件数（令和7年度は～12月）

令和７年度令和６年度令和５年度令和４年度

11302834精神科病院

５４２16精神科診療所

16343050計

事業利用（調整）男女者数（令和7年度は～12月）

令和７年度令和６年度令和５年度令和４年度

６12９21男性

10222129女性

16343050計

令和７年度（～12月）年代・性別事業利用（調整）者数

70歳以上60代50代40代30代20代10代

０００１００５男性

１１１０２１４女性

１１１１２１９計

自殺対策医療連携事業

11
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自殺未遂者支援事業の拡充

【ＧＰＥネット事業の再編及び強化】
○こども・若者自殺危機対応支援の強化、自殺未遂者等の再企図防止のための支援強化を

目的とし、以下の業務を再編・強化する

【現行のＧＰＥネット事業】

１．輪番体制

・病院連携事業：週5日

・診療所連携事業：週5日

２．自殺対策医療連携事業連絡調整会議

・開催回数：年２回

・委員：医師会代表、救急医療機関代表、精神科
病院、精神科診療所

※庁内関係機関：保健部、保健衛生総務課、保健
所精神保健課等

３．フォローアップ体制

・必要に応じて、本人、家族への継続支援（電話、
面接、訪問等）を実施。

・受診先の精神科医療機関に、受診後の経過等を
確認。

４．事務局

・こころの健康センター内に事務局を設置

・専用電話回線を設置

【新体制のＧＰＥネット事業】

１．輪番体制

・病院連携事業：週5日

・診療所連携事業：週3日 ※週５回から変更

※精神科診療所うち、週1回は中学生以上の受入可能
な診療所の輪番体制

２．自殺対策医療連携事業連絡調整会議

・開催回数：年２回

・委員：医師会代表、救急医療機関代表、精神科病
院、精神科診療所

※庁内関係機関：保健部、保健衛生総務課、保健所
精神保健課等（必要に応じて、こども・若者の支援
に関わる機関）

３．フォローアップ体制

• 相談後、概ね6か月間のフォローアップ（電話、
面接、訪問等）を実施

４．事務局

・こころの健康センター内に事務局を設置

・専用電話回線を設置

再編

強化

12

GPEネットフォローアップについて【R7.10〜】
GPEネット事業利用者にフォローアップ体制を強化。

概ね６か月間のフォローアップ（電話、面接、訪問等）を実施。

〇事業利用者には、調整した精神科医療機関と連携をとりながら、
経過の確認や相談窓口へのつなぎ支援などを実施。

〇医療機関調整を行ったものの精神科医療機関受診に至らなかっ
た本人・家族に対しても、必要な精神科医療や支援につながるよ
うサポートしている。

〇支援対象者14 名（うちこども・若者年代は８名）

13

●受診を目的とした相談等では、相談継続のニーズが低く、
支援に繋がりにくいことも多いが、丁寧な関わりを継続

することが重要

12
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14

【対象】
自殺未遂歴や自傷行為、自殺をほのめかす言動等がある、こども・若

者（概ね10代から30代）本人、家族、及び支援者等

【支援内容】
１．ケース支援会議

こころの健康センター内の多職種（医師、精神保健福祉士、心理
士、保健師）によるケース支援会議を実施（定例・随時）

２．相談支援（フォローアップ）
支援方針に基づき、概ね６か月間の相談支援（フォローアップ)を

実施。

３．こども・若者の自殺危機対応支援関係機関連携会議
庁内の関係機関で構成する関係機関連携会議を開催。各機関での自

殺関連の相談対応事例等についての情報交換・連携に関する検討等を
実施。（第１回：10月22日 第２回：２月25日）

【実績：支援対象者（～令和７年12月）】
12名（GPEのフォローアップと重複８名）

こども・若者の自殺対策危機対応支援について【R7.10〜】

自殺対策推進事業

15

内容事業名

弁護士・司法書士・精神保健福祉士等による、借金・多重債
務・失業等の生活の困りごと（法律相談）と、それに伴い生じ
るこころの健康問題を同時に相談できる相談会
【実績】
年６回（日曜日）開催 (R８年１月まで５回実施）
相談実件数 43件（法律相談：30件、こころの相談：13件）

暮らしの困りごとと、
こころの総合相談会

埼玉県産業保健総合支援センターと連携し、中高年向けの講演
会を実施

産業保健と連携した講
演会

自殺対策週間や自殺対策強化月間に合わせ自殺予防に関連した
パネルや図書の展示（年２回、中央図書館、大宮図書館にて実
施）。

図書館キャンペーン

ゲートキーパーやメンタルヘルスに関する講座を市民や支援
者及び市職員を対象に実施。

出前講座など

相談窓口やオーバードーズのリーフレット等のQRコードを掲
載したカード「ひとりで悩まずご相談ください」を作成し、庁
内関係機関・薬剤師会・市が参加するイベント等で配布。

普及啓発カード

●若年層向けの普及啓発を強化

14

15



依存症対策事業

16

内容事業名

各依存症関連問題の啓発週間及び自殺対策強化月間等を中心に、
定期的な相談日を設け、情報提供や助言・指導を行う特定相談
【実績】
開催回数：年８回
相談実件数 相談件数 29件
（アルコール13件、薬物３件、ギャンブル９件、その他４件）

アルコール・ギャンブ
ル・薬物の依存に関す
る個別相談

アルコール、薬物、ギャンブル等依存症の問題のある方の家族
のための教室
【実績】
２回１クール 年２クール実施 実績：延46人参加
※各クールの依存症家族教室終了後、参加者のうち希望者を募

り、フォローグループを２回実施 延５人参加

依存症家族教室

依存症関連の回復施設（さいたまマック）のケースカンファレ
ンスや保護観察所での回復プログラム等へ職員を派遣

技術支援

「お酒との上手なつき合い方」
令和８年２月に出前講座を実施

出前講座

・市内７警察署の生活安全課を訪問し、アルコール関連問題に
ついての説明と情報交換を実施
・アルコール依存症に関するリーフレットの設置、市民への相
談の促しを依頼

警察署への普及啓発、
リーフレット配布

ひきこもり相談センター
平成25年１月７日に開設。こころの健康センター内に
ひきこもり支援コーディネーターとして職員を４人配置。

専用の電話相談
電話：048-762-8534（火・金曜日の午前９時～午後５時）

個別相談件数

ひきこもり対策推進事業

令和７年度
（～12月）

令和６年度令和５年度令和４年度

194228240242電話

００１１来所

３８１４メール

００００その他

197236242247計
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ひきこもり対策推進事業
※実績については令和７年12月時点

18

内容事業名

10代後半から概ね30代までの不登校やひきこもり等の状態で
当センターで継続支援をしている方を対象に、対人関係やコ
ミュニケーションの練習や日常生活における様々なスキルを身
に付けるためのグループ
【実績】
毎週水曜日 13時～15時実施
延べ72人参加（登録：12人）

コレッタ・ひととき

コレッタ・ひとときに参加されている方を対象とした、マナー
講座、就労支援機関の見学やボランティア活動等のプログラム
【実績】
年３回予定（２回実施） 延べ４人参加

ステップアッププログ
ラム

ひきこもり状態を呈した子を持つ親を対象に、家族の不安や負
担を軽減し、家族の力を高めるためのグループ
【実績】
年１回（５回１クール） 延べ28人参加

ひきこもり親の会

・リーフレット作成
・民生委員・児童委員協議会にて周知
・SNSや催事情報システムによる配信
・図書館での普及啓発

普及啓発

●ひきこもり親の会に関するニーズの把握のため、相談者へのアンケート
調査を実施、来年度以降の構成を検討中。

●ひきこもりに関する普及啓発のため、図書館にて啓発物品の配布を実施。

ひきこもり対策推進事業
リレートサポーター関連事業

19

内容事業名

当センターで継続相談をしており、派遣を希望しているひきこ
もりのご本人及びご家族にリレートサポーターを派遣する
【支援内容】ご本人への学習支援、コミュニケーションの練習、

ご家族のお話しを傾聴する、当センターグループにおける支援等

リレートサポーター訪問
事業

※リレートサポーター：養成
研修を受講し、サポーターと
しての活動を希望する方に対
して、市長が委嘱する有償ボ
ランティア

令和７年度
（～12月）

令和６年度令和５年度令和４年度
派遣
回数

57727696

ひきこもり対策連絡協議会委員からの推薦者及び近隣大学の学
生、ひきこもりから回復された方等を対象とした、有償ボラン
ティアを養成する研修
【実績】
１回実施 延べ８人参加
※動画視聴による事前研修及び対面（半日）による研修

リレートサポーター養
成研修

リレートサポーターとして活動している方を対象とした、活動
の情報共有や知識技能の習得のための研修
【実績】
年３回実施（２回実施済） 延べ5人参加
※第３回については、３月２日開催予定

リ レ ー ト サ ポ ー タ ー
フォローアップ研修

18
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子どもの精神保健相談室
平成19年７月に開設。市内在住の小学４年生から中学生が対象。

専用の電話相談

電話：048-762-8538（火・金の午前９時から午後５時）

令和７年度
（～12月）

令和６年度令和５年度令和４年度専用電話相
談件数

243367477498

令和７年度
（〜12月）

令和６年度相談内容令和７年度
（〜12月）

令和６年度相談内容

1512自傷行為4042学校に行けない

518強迫症状3572家族の接し方

310食行動の問題714本人の性格・対人関係

１４睡眠の問題913発達障害に関する悩み

146不安が強い２１奇異な言動

３１イライラしている４８性の問題

３９落ち込んでいる・抑うつ的1956医療機関の情報提供

5269その他（情報が欲しい、話を
聴いてほしい、問合せ等）

６12自殺関連

2417ゲーム・携帯・PCの問題

243367計１３身体症状がある

20

令和７年度
（～12月）

令和６年度令和５年度令和４年度

301514661661電話

313636949999来所

２３８27訪問

13111752159メール

2830９29手紙

7751,3001,6791,875計

子どもの精神保健相談室
継続相談件数

グループ事業

子ども向けグループ
コッコロンひろば

学校や家庭のこと、子ども自身のことなど、日常生活において様々な悩みや困りごと
がある小学１年生から中学３年生の子どもを対象に開催（当センター及び市内関係機
関で継続的に支援を行っているケース）。安心して過ごすことができる居場所におい
て、他者と交流・活動。また、『こころのワーク』を通して、子ども自身が、自分の
気持ち・感情、他者との付き合い方等のヒントを知る。
※子どもが他者とのつながりを感じ、エンパワメントされることを目的として開催。
（実績）毎月１回 13時30分～16時30分 延26人参加（令和７年12月まで） 21

20
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子どもの精神保健相談室

グループ事業

保護者向けグループ
ここcheers（チアーズ）～思春期について学び、気づき、つながる会～

思春期の子ども(小４～概ね高校生、発達障害含む)と接している保護者が、心理教育
的アプローチを通して思春期や発達障害について理解を深める。
（実績）年１回（６回１クール） 延29人参加（令和７年12月まで）

22

こころのワーク(例）

こころの健康センターより
精神保健福祉士を派遣

区役所健康福祉部

【福祉課】
生活保護

生活困窮者支援

【支援課】
障害福祉
児童福祉

【保健センター】
母子保健
成人保健

【高齢介護課】
高齢福祉
介護保険

相談・ケースワークを担当する職員の支援を実施

・ケース会議への同席
・区役所での研修実施

など

・ケース対応の方針の整理
・区役所の担当との面接同席、

訪問同行
支
援

技術支援・技術指導
（精神保健福祉士の区役所派遣事業）

23
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令和７年度
（～12月）

令和６年度令和５年度令和４年度

23373166南区
拠
点
区

13344858北区

28272946大宮区

７272731浦和区

出
張
区

26442739緑区

８276653見沼区

26595163岩槻区

７184633桜区

16193129西区

12243220中央区

166316388438計

精神保健福祉士の区役所派遣事業
（区役所別事例実件数）

※拠点区：週１日の定期出張
※出張区：週0.5回の定期出張

24

●今年度より一部の拠点区、出張区の出張日を0.5日減とし
出張日以外でも電話相談、面接、訪問に応じている。

令和７年度
（～12月）

令和６年度令和５年度令和４年度

127263290340福祉課

７173630支援課

9101210高齢介護課

17183429保健センター

２２０３保健所

４６1626その他

166316388438計

精神保健福祉士の区役所派遣事業
（相談機関別事例実件数）

※福祉課には「福祉まるごと相談窓口」の件数も含む

25

●相談件数が減少している理由として、平成26年度より継続して技術支援を行い、区に
おける技術等の積み上げが図られていること、各種相談窓口が設置されたことにより、
相談体制が充実してきたことなどが考えられる。

24
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「精神障害者を支える地域包括ケアシステムの構築」

対応困難なケースであっても、地域の関係機関が繋がり
連携して支援できるような、支援体制の構築を目指す

（精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築）

本事業の基本理念（実施要綱 第１条）

日常生活に困難を生じている精神障害者及びその家族等が、住み慣れ
た地域で安心して自分らしく地域生活を継続できるよう、必要な支援
体制を構築することを基本理念として実施する。

さいたま市精神障害者訪問支援事業
（平成31年４月より開始）

26

さいたま市精神障害者訪問支援（アウトリーチ）事業

精神障害者の方が、住み慣れた地域で安心して自分らしく地域生活を継続できるように、保
健・医療・福祉等の多職種チームが訪問等で本人やご家族の支援を行います。

・区役所や保健所等から把握した情報に基づき、対象者を決定します。
・定期的に支援内容を検討しながら、訪問等の支援を行います。

【対象者】
①精神科医療の治療中断者
②精神疾患が疑われる未治療者
③精神科病院へ入退院を繰り返す者
④精神疾患による長期入院後の退院者
⑤ひきこもりの精神障害者
⑥その他市が必要と認めた者

上記で精神症状に基づく生活課題があ
る方とそのご家族

関係機関との
多職種チーム

保健・医療・福祉等の多
職種チームで支援内容の

検討や訪問支援等を行う。

医療機関
（精神科医、MHSW*

心理職など)

こころの健康センター
（事務局）

（精神科医、保健師、
MHSW*、心理職）

訪問看護
ステーション
（看護師、

作業療法士など）

障害者生活支援
センター

（相談支援専門員）
保健所

（MHSW*、保健師）

地域の支援機関
・区役所
・医療機関
・シニアサポート

センター など

連携

＊MHSW：精神保健福祉士具体的には…

‣医療拒否 ‣支援拒否 ‣暴言 ‣暴力
‣妄想、こだわりによる行動 ‣騒音
‣ひきこもり ‣頻回の訴え ‣不潔
‣身体面の問題 ‣ライフライン
‣金銭管理の問題 ‣近隣への迷惑行為

27
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28

●協力連携機関が一同に会するケア会議全体会を初めて開催した

精神障害者を支える地域包括ケアシステムの構築について

内容事業名

【対象者】
未受診や医療中断等により、日常生活に困難を生じている精神

障害者やその疑いのある方で、保健所の受診勧奨、通院や往診
での治療継続、訪問看護や障害福祉サービスなど、通常の支援
では対応が難しい方
【支援方法】
地域の協力連携機関とケア会議を開催し、状態に合わせて多職

種チームを編成し、訪問支援を実施する
【協力連携機関】精神科医療機関、訪問看護ステーション、障

害者生活支援センター、保健所精神保健課、各区役所等

精神障害者訪問支援
（アウトリーチ）事業

【実績】次頁のとおり訪問支援

【実績（12月まで）】
見沼・緑・桜・浦和・南エリア ４回
北・大宮・岩槻・中央・西エリア ５回

ケア会議

【実績】令和８年１月22日（木）19機関36名出席
【内容】課題整理と今後の方向性について

ケア会議全体会

さいたま市精神障害者訪問支援事業支援実績

令和７年度
（～12月）

令和６年度令和５年度

20
（内１名終了）

17
（内０名終了）

16
（内３名終了）対象者数

277312384訪問件数（延件数）

134172131再）
連携機関との訪問

129126230再）
事務局のみの訪問

141423再)連携機関のみの訪問

1467132再）
医師同行の訪問

29

●地域支援係に医師が配置されたため、医師の訪問件数が増加している
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ありがとうございます。

今後ともよろしくお願いいたします。

こころの健康センター
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